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【特集】生活保護における自立支援の成果と今後の




































































　2004 年 12 月 15 日，専門委員会は 18 回の審議を経て，報告書 * をまとめた。では，この三つの
テーマ設定は，専門委員会の報告にどのように反映されたのか。以下，報告書の記述をもとに確認
する。
＊　厚生労働省社会保障審議会福祉部会「生活保護制度の在り方に関する専門委員会報告書」2004 年 12 月 15 日。































































年金確保法は，消費税増税論議の混乱から 10 年短縮措置は延期に次ぐ延期を重ね，実施は 2017 年
10 月を待たなければならなかった。生活保護が低所得者対策の多くを引き受けなければならない
構造はほとんど変わっておらず，捕捉率の調査も行われないまま，一般低所得者の消費水準の低下
















































































































































定後の債権管理業務も年々増大している。2015 年の実施要領改訂では，資産申告書の年 1 回徴収
とそれに伴う扶助費蓄積金に対する処理が新たに加わった。医療扶助に関しては，1970 年代に始







用ケースの進行管理，2017 年には年金受給資格 10 年短縮措置に伴う裁定手続指導と収入認定，そ
して 2018 年には再び年度中途の基準改定が予定されている。現在のケースワーカーの仕事は，標
準配置数が定められた，あるいは自立支援プログラムがスタートした時には予想もできなかったほ
ど，膨大な内容となってしまった。そして近年の厚生労働省は，多くが補助金で担われるこれらの
対策の実施にあたり，全国の福祉事務所に対して，自立支援プログラムと同様の「PDCAサイク
ル」による進行管理と，数値目標の設定を求めている。その結果ケースワーカーたちは，あたかも
複数の車を同時に一人で運転するかのような進行管理を日々強いられている。
　その結果，本来は被保護者が自らの生活改善と自立を獲得し，ケースワーカーがそれを支援する
プロセスであるはずのプログラムが，個々の生活課題のアセスメントがないまま，働く意欲がある
かないか，福祉事務所側が用意されたメニューに乗るか乗らないか，就労支援員の「指導」に従っ
て熱心に求職活動を行うかどうか，という視点から「より分け」を行うだけの「手順書」と化して
しまう。また，個々の被保護世帯には，就労だけではない様々な課題があるはずだが，日常業務の
中でこれだけ進行管理に手が取られると，これは就労支援のケース，これは通院状況の改善が必要
なケース，これは不正受給のケース，といったように，被保護世帯の生活課題が，進行管理のテー
マごとにぶつ切りにされ，被保護者の生活課題をトータルにとらえていく視点が失われてしまう。
そして，これだけの業務をそつなくこなすことは容易ではない。ここ数年の適正化対策の乱発は，
自立支援プログラムが生み出した「仕事の手作り感」を達成する余裕を現場から奪い，ふたたび個
人の能力に多くを依存せざるを得ない状況を作り出してしまっている。
　②人員配置
　実施体制にかかわるもう一つの問題は，職員配置，雇用問題である。自立支援プログラムにおい
て，被保護者支援に直接携わる支援員は，ほぼ例外なく非常勤嘱託等の非正規労働者として雇用さ
れている。その多くが 1年契約で，次年度の契約が保障されているわけではない。そのため雇用上
の身分は不安定であり，自治体によっては毎年雇止めして，再度求人に応募させる，というやり方
をしているところもある。継続雇用が保障されておらず，また継続雇用されても，昇給等のシステ
ムが用意されていないことから，スキルアップは個人の努力に完全に依存しているのが現状であ
る。
　ここでもう一度，専門委員会報告が組織的取り組みについて述べた部分を見てみたい。
　実施機関の体制をみると，第 1－ 2（2）で述べたとおり，担当職員の配置不足や経験不足が見られるなど，量・
質の両面で問題が指摘されている。また，組織としての支援が十分でないことなどから，現業員の負担が過重となっ
ている。このため，地方自治体において，担当職員の専門性の確保と向上に努めるとともに，組織としてシステム的
に業務を実施する体制を作っていくことが何よりも求められている。
　自立支援プログラムの策定により，自立・就労支援の方法や手段がマニュアル的に整理されるとともに，これに基
づく支援や被保護者の取組の評価の実施，利用できる社会資源の拡大等により，担当職員個人の経験等に依存するこ
となく，地方自治体が組織としてシステム的に被保護世帯の自立・就労支援に取り組むことが期待される。なお，地
方自治体における自立支援プログラムの策定・実施には，当然のことながら，組織全体として取り組むことが必須で
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あり，担当職員まかせであってはならないことを特に強調しておきたい。
　現状を見る限り，ここで提起された自立支援プログラムへの期待は，完全に裏目に出ている。組
織としての自立支援プログラムは構築されたが，相次ぐ法改正に伴う場当たり的な適正化対策の乱
発により，ケースワーカーの負担は一段と過重になっている。また PDCAサイクルを多重に回す
ことにより，システムの進行管理がかえって非効率なものとなると同時に，プログラムや支援が
「手順化」し，被保護世帯の支援はプログラム（あるいは適正化対策）ごとに細分化され，被保護
世帯の課題をトータルにとらえ支援していく視点が持ちにくくなっている。そして，プログラムの
直接的な担い手である自立支援員を非常勤職員の身分にとどめている，あるいは事業そのものを外
部委託していることにより，事業への長期的取り組みが担保されず，また支援ノウハウの蓄積や支
援員のスキルアップが，待遇面で保障されず，支援員個人の力量と努力に依存せざるを得ない構造
となっている。多くの関係者の大きな期待を背負ってスタートとした自立支援プログラムであった
が，「実施体制の強化」「ケースワーカーの負担軽減」「個人の力量に依存しない組織的体制の構築」
について言えば，生活保護制度を取り巻く状況の変化により，「元の木阿弥」になってしまった感
がある。
4　生活困窮者自立支援法
　2017 年，「生活困窮者自立支援法」がスタートした。生活保護法改正と一体の改革として位置付
けられ，従来生活保護世帯のみに提供されていた，自立支援のサービスを，「生活保護に至る前に
提供する」低所得者全般の支援サービスとして位置付けられた点は，先の「生活保護に過度の負担
をかけない」という考えにも沿うものである。
　生活困窮者支援制度の対象は，経済的に困窮しているもの，とされているが，利用にあたっては
資産調査はなく，また自らの経済状況について申告する義務もない。解決の主体者は利用者自身で
あり，支援方針を決める「支援調整会議」は利用者参加が前提である。能力活用が求められないた
め，課題解決の方法は，利用者自身の希望によって設定される。金銭給付を前提としない制度であ
るとはいえ，生活保護とは真逆の発想で支援が行われている。
　専門委員会報告は，自立支援プログラムの在り方について，次のように述べている。
　被保護者の積極的な取組を求めるという観点から，参加すべきプログラムの選定に際しては，その内容及び手順を
明確に提示した上で，被保護者の同意を得ることを原則とすることにより，自立支援プログラムは被保護者が主体的
に利用するものであるという趣旨を確保する必要がある。
　地方自治体は被保護者の取組状況を定期的に評価し，必要に応じて被保護者が参加すべきプログラムや支援内容の
見直しを行う。
　取組状況が不十分で改善の必要があると評価される場合には，その理由を十分把握し，現在参加しているプログラ
ム自体が被保護者にとって適当か否かについてよく検討する。
「自立支援プログラム」で福祉事務所現場はどう変わったか（大川昭博）
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　ここでは，被保護者には補足性の原理に基づき能力活用義務の達成が求められており，それを具
体的に担保するためには，福祉事務所が積極的にプログラムを整備しなければならない，というこ
と，そして自立支援プログラムは，被保護者の主体的な選択と参加によって進められて行くべきも
のであること，実施に当たっては，被保護者や地域の実情に即したオーダーメイド型のプログラム
設計が展開されるべきこと，被保護者の努力を問うのではなく，プログラム自体が適切なもので
あったかどうかを常に検証していくこと，が提起されている。
　しかし，自立支援プログラムが量的に拡大し，またその後の法改正とそれに伴う適正化対策が打
ち出されることにより，専門委員会でイメージされた自立支援プログラムの理念は換骨奪胎され，
生活保護制度には，能力活用義務を前提としたワークフェアの側面だけが色濃く残ってしまった。
そして，当事者主体，当事者参加，オーダーメイド型の支援，という理念は，むしろ後からできた
生活困窮者自立支援制度に引き継がれる，という皮肉な結果となっている。
おわりに
　14 年たった今，あらためて専門委員会の報告書を読むと，あのとき論議された自立支援プログ
ラムの在り方が，生活保護制度と，生活困窮者自立支援制度という，二つの制度に分かれて継承さ
れてしまったという感を強く持つ。しかし，生活困窮者支援が生活保護制度と一体のものとして運
用されるものである以上，両者の支援の方向性が真逆であってはならない。自立支援プログラムが
福祉事務所側の「手順」ではなく，自立支援プログラムを利用する被保護者のものである，という
位置付けを確保するためには，生活困窮者自立支援法で行われている支援の在り方に，生活保護の
支援の在り方が近づいていかなければならない。そして，自立支援プログラムの設計と推進を図る
ためには，社会保障費総枠抑制策ではなく，貧困問題解決全般の中に生活保護制度改革を位置付け
なおし，低所得者全般の施策の充実を図るとともに，生活保護制度の持つ残余性を克服していくこ
とが今後の課題となるであろう。
（おおかわ・あきひろ　元厚生労働省社会保障審議会福祉部会生活保護制度の在り方に関する専門委員会委
員／横浜市職員）
